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筑前町人口ビジョン



筑前町人口の現状及び将来推計
Ⅰ　筑前町人口ビジョンの位置付け
　筑前町人口ビジョンは、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、筑前町総合戦略を策定するにあたり、まち・ひと・
しごと創生の実現に向けて効果的な施策を企画立案するうえで重要な基礎と位置付けるものとする。
　この筑前町人口ビジョンは、筑前町における人口の現状を分析し、人口に関する町民の意識を共有するとともに、今
後目指すべき将来の方向性と人口の将来を展望するものである。

Ⅱ　対象期間
　筑前町人口ビジョンの対象期間は、国の長期ビジョンの期間を踏まえ、2060 年とする。
　
Ⅲ　人口の動向分析・・・P ２〜 15
　筑前町の過去から現在に至る人口推移を把握し、その要因や背景を分析することにより、町が講ずべき施策の判断材
料とすることを目的として、人口や産業関連人口の分析を行う。

Ⅳ　将来人口の推計・・・P16 〜 21
　社人研及び日本創生会議による将来人口推計、町による独自の将来人口推計を活用し、将来の人口に及ぼす社会動態
や自然動態の影響等について分析を行う。

Ⅴ　人口の将来展望・・・P22 〜 26
　人口の現状と課題を整理し、目指すべき将来の方向性を提示するとともに、将来の人口等を展望する。
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　筑前町の総人口（各年４月１日現在の住民基本台帳人口）は、二町合
併後緩やかに減少し、2011 年度では 29,202 人となったが、その後微
増に転じ、2015 年度には 29,604 人となった。
　また、総世帯数は 2005 年の 9,168 世帯から一貫して増加を続け、
2015 年には 10,433 世帯となっている。逆に１世帯当たりの構成員は
2005 年の１世帯当たり 3.20 人から 2015 年には 2.84 人に減少し、
核家族（夫婦と未婚の子ども、夫婦のみ、父親または母親と未婚の子ど
ものいずれかからなる世帯）化の進行と単独世帯の増加や出生率の低下
が、その要因となっていることが推測される。
　町の世帯の家族類型別世帯数の推移を見てみると、核家族世帯と単独
世帯の伸びが顕著となる一方で、親・子・孫が同居する、いわゆる「３
世代世帯」が減少している。この背景としては、高齢の単身世帯や夫婦
のみの世帯が増加し、子どもと同居する高齢者が減少していることが考
えられる。
　全体として核家族及び単独世帯の増加傾向と３世代世帯の減少傾向
は、世代の移り変わりとともに、今後も一貫して継続すると想定され、
今まで家族の中で蓄積されてきた様々な知識や経験等が親子の間で途切
れ、特に育児やしつけの家庭内教育力が低下すると考えられる。また、
家族間での助け合いの概念が希薄化し、介護や福祉等の公的なサービス
へのニーズが高まる可能性がある。

総人口及び世帯数の推移

図１－１、１－２

● 総人口は微増傾向、世帯数は一貫して増加

人口の動向分析 人口の分析



　合併時の 2005 年と 2015 年の校区別人口を比較すると増加してい
るのは三輪校区のみであり、三並・中牟田・東小田の各校区はいずれも
減少している。
　なお、町の総人口が微増傾向を示す最近５年（2011 年～ 2015 年）
の増減数を比較すると三輪・中牟田・東小田の各校区は人口が増加した
行政区数と減少した行政区数がほぼ均衡しており、総じて人口数が増加
している。一方、三並校区は人口の減少傾向が顕著である。
　また、人口の増加数を行政区別に見てみると南高田区の人口増加が町
の人口の微増傾向を支えていることがわかる。これは、民間企業による
大規模住宅の開発が主要因であると考えられる。上位５つの行政区で増
加数の 65％を占めており、校区別及び行政区別で人口の増減が２極化
している。
　減少傾向が顕著な校区・行政区と増加傾向の校区・行政区にはそれぞ
れ別方向での施策展開が必要である。

校区別の人口の推移

図２－１、２－２

 ●校区別・行政区別の人口増減に２極化の傾向、
町人口の微増傾向は主に一部の行政区がけん引

人口の動向分析 人口の分析
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　住民基本台帳における年齢区分別の人口割合をみると、年少人口比率
（0 歳～ 14 歳）は、2005 年の合併時から 2012 年度まで減少傾向にあっ
たが、2013 年度から微増に転じている。生産年齢人口比率（15 歳～
64 歳）は、合併時から年々減少しており、逆に老年人口比率（65 歳以上）
は、年々増加している。
　国勢調査及び社人研の推計によると、年少人口比率は、1980 年の
23.6％から 2040 年には 10.5％まで減少し、生産年齢人口比率は、
1980 年の 63.8％から 2040 年には 51.1％まで減少すると見込んで
いる。なお、老年人口比率は、1980 年の 12.6％から 2040 年には
38.4％まで増加すると見込んでいる。
　生産年齢人口は 2000 年から減少傾向に転じており、また、この年
に老年人口と年少人口の逆転がはじまった。今後も老年人口は増加を続
け、2040 年には町全体の 38.4％が 65 歳以上となり、生産年齢人口
約 1.33 人で１人の老年人口を支えることになる。
　人口減少への対応とともに、高齢者の増加に対し、現在定年等で労働
意欲の有無に関係なく解雇されている、健康で有能な高齢労働者を生産
人口に呼び戻す等の施策が必要である。

年齢３区分別人口割合の
推移と将来推計

図３－１、３－２

● 年少人口比率は減少後微増傾向、生産年齢人口
比率は減少、老年人口比率は増加。老年人口比率は
2040 年に 38％を超える見込み

人口の動向分析 人口の分析
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年齢３区分別人口割合実績値	


老年人口	

（65歳以上）	


生産年齢人口	

（15～64歳）	


年少人口	

（14歳以下）	


<出典>住民基本台帳（各年４月1日現在）	


（％）	


（年）	


（図３）－１	
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年齢３区分別人口割合推計値	


老年人口	

（65歳以上）	


生産年齢人口	

（15～64歳）	


年少人口	

（14歳以下）	


（％）	


（年）	


<出典>2010年以前：総務省「国勢調査」	

　　　　  2015年以降：社人研推計	


（図３）－２	
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　社会動態（一定期間における転入・転出に伴う人口の動き）について
は、転入者数・転出者数ともに減少してきたが、現在では横ばいで推移
している。ほぼ一貫して転入者数が転出者数を上回っており、社会増と
なっている。原因の一つとして、福岡都市圏や久留米広域圏に近接する
恵まれた立地条件にあることが考えられる。
　一方、自然動態（一定期間における出生・死亡に伴う人口の動き）に
ついては、1998 年まで出生者数が死亡者数を上回っていたが、その後
は高齢化社会を背景に死亡者数が出生者数を上回り、自然減の傾向にあ
る。死亡者数は全国的に増加しているが、本町でも例外ではなく、医療
の進歩とともに寿命は延びているにも関わらず、それ以上のペースで高
齢化が進んでいることが原因と考えられる。

転入者及び転出者数、
出生者及び死亡者数の推移

図４－１、４－２

 ●転入者数が転出者数を上回り社会動態はプラス、
死亡者数の増加で自然動態はマイナス

人口の動向分析 人口の分析
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　グラフの縦軸に社会増減、横軸に自然増減をとり、時間の経過を追い
ながら、本町の総人口に与えてきた自然増減（出生数－死亡数）と社会
増減（転入数－転出数）の影響を分析した。
　総人口の増減要因は、自然動態の減を社会動態の増でカバーする形で
人口増加となっている。ただし、社会動態の増は 1990 年代と比べ増
加幅が減少しており、近年では自然動態の減をカバーしきれず人口減少
となる年も見受けられる。（縦の動き）
　自然動態は、長らくマイナスが続いており、2011 年度以降はマイナ
ス 50 人前後で推移している。（横の動き）
　近年は社会増を背景に人口は微増傾向ではあるが、今後、自然減と社
会減が同時に起きてしまうと、人口減少が加速度的に発生するためそれ
ぞれの減に対する施策が必要である。

総人口の推移に与える
自然増減及び社会増減の影響

図５－１、５－２

● 人口の増減要因は、社会増減（縦移動）が支配的

人口の動向分析 人口の分析
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　筑前町の女性においては、15 ～ 19 歳から 20 ～ 24 歳になるときに、
一貫して大幅な転出超過となっている。これは、大学や短大などへの進
学及び就職によるものと考えられる。
　一方で、0 ～ 4 歳から 5 ～ 9 歳と 30 代から 40 代では、長年大幅
な転入超過が続いていた。これは、住宅の開発等によるものと考えられ
る。現在では、増加幅が縮小傾向となっているものの、転入超過が継続
している。また、70 歳代から 80 歳代における転入超過は際立っており、
これは、町内老人施設等への入所によるものと考えられる。

性別・年齢階級別の
人口移動の状況

図６－１、６－２

【女性】　● 15 歳～ 19 歳から 20 歳～ 24 歳の人口
流出及び 70 歳代から 80 歳代の人口流入が顕著

　筑前町の男性においても、女性同様、15 ～ 19 歳から 20 ～ 24 歳に
なるときに、一貫して大幅な転出超過となっており、その理由も女性同
様、大学などへの進学及び就職によるものと考えられる。
　また、0 ～ 4 歳から 5 ～ 9 歳と 30 代から 40 代での転入超過につい
ても、住宅の開発によるものと考えられる。

【男性】● 15 歳～ 19 歳から 20 歳～ 24 歳の人口流
出が顕著

人口の動向分析 人口の分析
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（図６）－２	


<出典>総務省「国勢調査」	
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　筑前町の 2012 年及び 2013 年の人口移動状況を都道府県別にみて
みると、転入元・転出先ともに福岡県内が最も多く、それぞれの 75％
前後を占めている。次いで佐賀県、東京都の順となっている。いずれも
転出者数を転入者数が上回る転入超過の状態にある。移動の大半は福岡
県内であり、東京都への転入者・転出者の数は 30 人前後で推移してい
る。筑前町では首都圏への一極集中傾向は、はっきりとは見受けられな
い結果となっている。

　筑前町の 2012 年及び 2013 年にかけての人口移動の状況を市町村
別にみてみると、転入者・転出者の数ともに順位の変動はあるものの福
岡市・筑紫野市・朝倉市が上位３都市となっており、比較的近隣の都市
への移動が中心である。

　転入超過者数・転出超過者について、はっきりとし
た傾向は見受けられないが、2 年間の転入者の合計は
2,326 人、転出者の合計は 2,134 人であり、192 人の転入超過となっ
ている。また、転入者数及び転出者数と同様に県内都市が上位である。

地域間の人口移動の状況

図 7 －１

図 7 －２

【都道府県別の人口移動】● 転入元・転出先ともに福
岡県内での移動が約４分の３を占める

【市町村間の人口移動】● 転入元・転出先ともに福岡
市・筑紫野市・朝倉市がトップ３

【転入・転出超過者数】● 近年は転入超過傾向

人口の動向分析 人口の分析
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　流入流出人口（通勤・通学者の動向）をみてみると、2010 年の国勢
調査において、本町の流入人口（他の区域から筑前町へ通勤・通学す
る人口）は 4,171 人であるのに対し、流出人口（筑前町から他の区域
へ通勤・通学する人口）は、倍以上の 9,789 人となっている。これは、
筑前町に常住する全通勤・通学者数 15,456 人の 63.3％を占めること
になる。流出人口が多い要因は、町内に高校や大学がないこと、町内で
の就業機会が少ないことが推測される。

市町村別流入・流出
（15 歳以上）人口

図８

●流入人口・流出人口ともに朝倉市が最多。流出人
口が流入人口を大きく上回り、町内での就業状況は
厳しいことがうかがえる

人口の動向分析 産業関連人口の分析
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　町内の事業所数を見てみると、1986 年以降、若干の減少傾向が見ら
れたが、2006 年に増加に転じ、2009 年には 1981 年以降で最も多い
事業所数を記録している。
　一方、町内事業所の従業者数（収入を伴う仕事に従事した者（但し、
無給の家族従業者含む））は 1981 年には 6,300 人であったが、順調に
増加を続け、微減の期間をはさみ、再び増加傾向に転じており、2009
年の従業者数は 8,727 人となっている。

事務所数と従業員数

図９

●事業所数・従業者数ともに増加傾向

人口の動向分析 産業関連人口の分析
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　町の産業別就業人口（従業者と休業者を併せた人口）を見てみると、
第１次産業の減少が続いており、1985 年には 2,271 人であった就業
人口が 2010 年には 1,317 人にまで減少している。
　第２次産業および第３次産業は増加傾向にあったが、第２次産業は
1995 年、第３次産業は 2005 年をピークに減少に転じており、町全体
の就業人口も減少傾向に転じている。

産業別就業人口（15 歳以上）

図 10

●就業人口は 2005 年をピークに減少に転じている

人口の動向分析 産業関連人口の分析
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　男女別産業大分類別就業人口をみると、男性は製造業、建設業、卸売・
小売業が特に多くなっており、他には運輸・郵便業、農・林業が多い傾
向にある。女性は医療・福祉、卸売・小売業、製造業、農・林業の順に
多くなっている。
　全国のある産業の就業者比率に対する特化係数（筑前町の○産業の就
業者比率／全国の○産業の就業者比率）を見てみると、特化係数が１を
超える産業は、当該産業のウェイトが全国水準を上回っているといえる
が、農業については 2.5 以上と非常に高くなっており、数字上からも
町の基幹産業であることがわかる。また、複合サービス業（郵便局、農
林水産業協同組合など）、運輸業、建設業も比較的高い係数となっている。

男女別産業大分類別
就業人口（15 歳以上）

図 11

●産業大分類別就業人口は、男性は製造業が最も多
く、女性は医療・福祉が最も多い。特化係数は農業
が圧倒的に高い

人口の動向分析 産業関連人口の分析
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　産業別に就業者の年齢階級を見てみると、特化係数が最も高く町の基
幹産業である農（林）業では、60 歳～ 69 歳が約 33％、70 歳以上が
約 30％を占め、平均年齢も 61.8 歳と極端に高齢化が進んでいること
が判る。
　この背景には、所得の確保や技術の向上等をはじめとする厳しい農業
情勢があると考えられ、今後、急速に就業者が減少する可能性もあるた
め、農業の持続的発展を図っていくためには、新規就農者を確保し、そ
の育成を図ることが課題である。
　就業人口が多い製造業、建設業、卸売・小売業、医療・福祉は、年齢
構成のバランスがとれており、幅広い年齢層の雇用の受け皿となってい
る。

産業・年齢階級別人口
（15 歳以上）

図 12

●町の基幹産業である農業では、極端に高齢化が進
んでおり、就業者のうち 60％以上が 60 歳以上

人口の動向分析 産業関連人口の分析
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　１人の女性が一生に産む子どもの人数とされる「合計特殊出生率」
の推移を見てみると、2005 年合併時の 1.33 から増加傾向にあり、
2013 年では 1.50 となった。国や県に比べやや高い水準で推移してい
るものの、国民希望出生率（結婚や出産に関する国民の希望が叶った場
合の出生率：1.8）や人口置換水準（長期的に人口が増加も減少もしな
い出生率：2.07）には及んでいない。
　人口減少問題を根本的に解決するには、合計特殊出生率の上昇が不可
欠であるが、算出する際に「15 歳～ 49 歳までの女性」の人口が母数
となることから、若い世代の人口増加が重要な要素となる。

合計特殊出生率の状況 

図 13

● 2013 年の合計特殊出生率は 1.50 と、全国平均
1.43・県平均 1.45 を上回っているものの、国民希
望出生率の 1.8 には届かず

人口の動向分析 合計特殊出生率等に関する分析
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　国勢調査における未婚率は、男女とも全体的に上昇傾向である。と
くに男性女性ともに 30 歳以上についてはっきりとした上昇傾向が見て
取れる。また、30 歳から 34 歳の女性の未婚率をみると、2000 年が
26.3％となっているが、2010 年には 32.5％となっており、35 歳か
ら 39 歳の女性についても、2000 年に 9.6％だった未婚率が、2010
年には 20.6％へ大きく上昇し、40 歳以上の女性についても未婚率の上
昇がはっきりと表れている。
　30 歳から 34 歳の男性の未婚率は、2000 年が 39％となっているが、
2010 年には 47.5％となっており、35 歳から 39 歳の男性は、2000
年の 21.3％から 2010 年には 33.5％となっている。40 歳以上の全て
の年齢階層についても未婚率が大きく上昇している。
　未婚率の上昇が少子化や将来的な人口減少の要因となっていると推察
される。

未婚率の状況

図 14 － 1、14 － 2

●未婚率の上昇が人口の少子化、人口減少の要因の
一つと考えられる
　

人口の動向分析 合計特殊出生率等に関する分析
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　基準となるパターン１（社人研推計準拠）の推計によると、2010 年
に１億 2,806 万人であった日本の総人口は、2040 年には 1 億 728 万
人に、また、2060 年には 2010 年の 67.7％となる 8,674 万人まで減
少すると見込まれている。
　筑前町においては、2010 年に約 29 千人であった総人口は、2060
年には、2010 年の約 65.0％となる約 19 千人まで減少することが見
込まれ、国よりも早いペースで人口減少が進む。
　人口の急激な減少は、需要の縮小や供給力の低下、社会保障制度の行
き詰まり等を招き、町の存続基盤に影響を及ぼす重要な問題である。
出生率や移動率などについて、仮定値を変えた人口推計結果（総人口）は、
次のとおりである。

2060 年の人口は、出生率が上昇（シミュレーション１）すれば、パターン１に比べて約 17％、出生率が上昇し、かつ人口移動が均衡（シミュレーション２）すれば約 23％増加するが、いずれ
の推計でも、中長期的には人口減少は避けられない結果となっている。
人口減少を抑制するには、出生率の上昇を図りつつ、人口移動を均衡（ゼロ）させるのみならず、プラスで維持するような施策が必要となる。

仮定値を変えた人口推計に
おける総人口の比較 

図 15

● 筑前町の人口は、社人研推計準拠（主に 2005 年か
ら 2010 年の人口の動向を勘案した将来人口推計）で
は、2060 年に約 19 千人に。出生率が 2.1 まで上昇す
れば約 22 千人、さらに人口移動が均衡すれば約 23
千人となる

将来人口の推計 将来人口推計
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 　年齢３区分ごとにみると、「０～ 14 歳」については、パターン１（社
人研推計準拠）の減少率△ 39.0％と比較して、シミュレーション１（出
生率が上昇）は△ 7.3％と小さくなり、シミュレーション２（出生率が
上昇かつ人口移動が均衡）においては、△ 2.4％と、さらに減少幅が小
さくなることがわかる。
　「15 ～ 64 歳人口」は、パターン１の△ 32.4％と比較して、シミュレー
ション１では△ 30.8％と若干減少率が小さくなる程度だが、シミュレー
ション２では、△ 26.9％と約 6％減少率が小さくなる。
　「65 歳以上人口」は、パターン１とシミュレーション１ではいずれ
も＋ 34.8％と同じ増加率となっているが、シミュレーション２では＋
26.1％と、増加率が小さくなる。
　「20 ～ 39 歳女性」は、パターン１及びシミュレーション１の△
34.4％に比べ、シミュレーション２の減少率は△ 28.1％と小さくなっ
ている。

仮定値を変えた人口推計に
おける年齢階級別人口の比較

図 16

● 2010 年 か ら 2040 年 の 生 産 年 齢（15 ～ 64 歳 ）
人口比率の推移をみると、パターン１（社人研推計
準拠）では 32.4％減少するが、シミュレーション
２（出生率が 2.1 まで上昇しさらに人口移動が均衡）
では、減少率は 26.9％となり、約 6％改善する　

将来人口の推計 将来人口推計

17



　パターン１（社人研推計準拠）では、2060 年まで老年人口比率は上
昇を続ける。
　一方、シミュレーション１（出生率が上昇）においては、人口構造
の高齢化抑制の効果が 2050 年頃に現れ始め、36.5％でピークになり、
その後低下する。
　また、シミュレーション２（出生率が上昇かつ人口移動が均衡）に
おいては、人口構造の高齢化抑制効果が 2040 年頃から現れ始め、
33.6％でピークになり、その後、低下する。従って、社会動態の改善（人
口移動の均衡）により、その効果は、シミュレーション１よりも高いこ
とがわかる。

仮定値を変えた人口推計に
おける老年人口比率の比較

図 17

● 出生率の上昇が人口構造の高齢化抑制に効果あり

将来人口の推計 将来人口推計
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　人口減少は３つのプロセスを経て進行する。筑前町は、現在、大都市
や中核市と同様の第一段階にあるのに対し、人口減少が進んでいる他自
治体では既に第二段階、さらには、第三段階に差し掛かっている。但し、
中長期的には筑前町も人口減少段階が進み、2025 年には第二段階に、
2045 年には第三段階に入り本格的な人口減少時代を迎えると推計され
る。

　第一段階：老年人口増加＋生産年齢・年少人口減少
　第二段階：老年人口維持・微減＋生産年齢・年少人口減少
　第三段階：老年人口減少＋生産年齢・年少人口減少

人口減少段階の分析

図 18

●人口減少の段階は 2025 年に第二段階、2045 年
には第三段階に入る

将来人口の推計 将来人口推計
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　パターン１（社人研推計準拠）とシミュレーション１（出生率が上昇）
及びシミュレーション２（出生率が上昇かつ人口移動が均衡）を活用し
て、筑前町の将来人口における自然増減・社会増減の影響度を測ると、
自然増減の影響度が３、社会増減の影響度が２となっている。これは、
出生率の上昇を図る施策を進めることで５～ 10％、社会増をもたらす
施策に適切に取り組むことで０～ 10％程度、社人研の推計人口よりも、
将来の総人口が多くなるという効果があることを意味する。
　よって、筑前町が人口減少を抑制するには、出生率の上昇と社会動態
の増をもたらす施策の両方を効果的に実施することが有効である。

「自然増減の影響度」

（シミュレーション１の 2040 年総人口／パターン１の 2040 年の総人口）の数値
に応じて、以下の５段階に整理。

「１」＝ 100％未満 「２」＝ 100 ～ 105％ 「３」＝ 105 ～ 110％
「４」＝ 110 ～ 115％ 「５」＝ 115％以上の増加
「社会増減の影響度」

（シミュレーション２の 2040 年総人口／シミュレーション１の 2040 年の総人口）
の数値に応じて、以下の５段階に整理。

「１」＝ 100％未満 「２」＝ 100 ～ 110％ 「３」＝ 110 ～ 120％
「４」＝ 120 ～ 130％ 「５」＝ 130％以上の増加

将来人口に及ぼす自然増減・
社会増減の影響度の分析

図 19

● 筑前町の人口減少抑制には、出生率の上昇と社会
動態の増をもたらす施策の両方が有効

将来人口の推計 自然増減・社会増減の影響度 
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　前節までのデータによる分析に加えて、実
際の転入者等の声を聞くことや定住を決める
際に重視する環境が何かなど、定住傾向の
ニーズを探ることにより社会増減に関する仮
定の設定や施策検討を行うため、平成 25 年
度から 26 年度にかけて実施した転入・転居
者アンケートを参考とする。

転入者アンケート調査

図 20 －１、20 －２、20 －３

参考資料

●調査の実施要領
　・調査対象・・・・筑前町に家を新築した転入・転居者
　・サンプル数・・・71 名
    ・実施期間・・・・平成 25 年 10 月～平成 27 年２月
    ・実施方法・・・・固定資産家屋調査の際に配布、回収

■ ④三世代 ( 親と子と孫）

■ ⑤その他
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　筑前町の総人口は、二町合併後緩やかに減少し、2011 年度末では
29,202 人となったが、2012 年から社会動態の増が自然動態の減を上
回り、2015 年度末では 29,604 人となった。
仮定値を変えた人口推計のシミュレーションでは、いずれの推計でも、
中長期的には、人口減少は避けられない結果となっており、近い将来に
は人口減少社会の波にのまれると推測される。

　校区別・行政区別の人口動向は、増加傾向・減少傾向の２極分化が拡
大しており、それぞれに適した施策を検討する必要がある。人口増加の
大きな要因となっていた大規模宅地への入居がほぼ完了したため、この
ままでは、現状の社会動態を維持するのは困難である。今後は、新たな
人口増加の要因を創出すべく民間企業等による宅地開発や空家の活用を
促す必要がある。

現状と課題の整理（１）

● 筑 前 町 の 総 人 口 は、2005 年 の 二 町 合 併 か ら
2011 年にかけて減少傾向だったが、2012 年から社
会動態が自然動態を上回り微増傾向。しかし、中長
期的には人口減少は避けられない

　2000 年に老年人口が年少人口を上回ってから、その差はますます開
いており、今後何も対策をしなければ、2040 年には町全体の 38.4％
が 65 歳以上となり、生産年齢人口約 1.33 人で１人の老年人口を支え
ることになる。

● 2040 年には生産年齢人口 1.33 人で一人の老年
人口を支えることになる

　年代別では、特に 10 代後半～ 20 代の若年層の人口流出が顕著であ
る。大学等への進学や就職が要因として推察される。また、地域別では、
福岡県内の比較的近隣都市への人口流出が大きい。東京圏や三大都市圏
への転出よりも県内の転出者が多いことから仕事そのものを求めて転出
するよりも、仕事は通勤圏内にありながら、より便利な居住地を求めて
転出する者が多いと推察される。

● 年代別では 10 代後半～ 20 代前半の若年層の人
口流出が顕著、地域別では福岡県内に人口が流出

● 校区別・行政区別では、増加傾向・減少傾向の
２極化が拡大

　自然動態の減を社会動態の増でカバーする形で町の人口は、微増で推
移している。しかし、近年では社会増の幅が減少しており、自然動態と
社会動態の両面から対策を講じながら、互いの効果を高めることが必要
である。

●社会動態は増、自然動態は減

人口の将来展望 目指すべき将来の方向
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　通勤通学者の動向をみると流入人口の倍以上の流出人口がある。流出
人口が多い要因は、町内に高校や大学がないこと、町内に勤務できる企
業が充分立地しておらず就業機会が少ないことが推察される。

　農業は、所得の確保や技術の向上をはじめとする厳しい情勢を背景に、
極端な高齢化が進んでおり、今後、急速に就業者が減少する可能性があ
る。農業の持続的発展を図るには、新規就農者を確保し、その育成を図
る必要がある。

現状と課題の整理（２）

●通勤・通学では、流出人口が流入人口を大きく上
回る

　未婚率は、男性・女性ともに 30 歳以上についてはっきりとした上昇
傾向を示しており、少子化や将来的な人口の減少の要因となっているこ
とが推察される。

● 未婚率は、男女ともに全体的に上昇傾向

　筑前町の合計特殊出生率は、2013 年で 1.50 となり、国（1.43）・
県（1.45）に比べやや高い水準で推移しているものの、国民希望出生
率＝ 1.8 や人口置換水準＝ 2.07 には届かず、自然動態の増加には至っ
ていない。

● 合計特殊出生率は、国・県に比べやや高い水準
で推移しているが、国民希望出生率＝ 1.8 には達し
ていない

●町の基幹産業である農業の就業者は、極端に高齢
化が進んでいる

　2010 年人口に対する将来推計人口（社人研推計準拠）の減少率をみ
ると、日本全体の総人口では、2060 年人口の減少率が 67.7％である
のに対し、筑前町の総人口では減少率が 65.0％となり、国よりも筑前
町の方が若干早いペースで人口減少が進んでいる。
　仮定値を変えた人口推計のシミュレーションでは、出生率の上昇と社
会動態の改善が、人口減少の抑制、人口構造の高齢化の抑制に大きく影
響することが確認できる。

● 出生率の希望実現と社会動態の改善により、将
来の人口減少抑制、人口構造の高齢化抑制が可能

人口の将来展望 目指すべき将来の方向
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　筑前町の現状や課題、また、国が示す「まち・ひと・しごと長期
ビジョン」（平成 26 年 12 月）を踏まえ、筑前町がこれから人口
問題に対応していくためには、次の二つの方向性が考えられる。一
つ目は、出生率の向上により自然動態を改善し、人口減少に歯止め
をかけ、人口規模の安定と人口構造の若返りを図るものであり、二
つ目は、移住・定住人口の増加による社会動態の改善により人口規
模の確保を図るものである。
　一方で、避けることができない超高齢社会・人口減少社会を前提
とした、効率的かつ効果的な社会基盤づくりの視点を持つ必要があ
る。
　こうした観点から、筑前町の今後の取り組みにおいて、目指すべ
き将来の方向性は、次の３点である。

目指すべき将来の方向

人口の将来展望 目指すべき将来の方向

① 若い世代の就労と、結婚・妊娠・出産・子育ての希
望を実現する

　人口減少を克服するため、次代を担う若い世代が安心して働き、
希望どおり結婚・妊娠・出産・子育てをすることができる社会を実
現する。

② 近隣市町村への人口流出に歯止めをかける

　転出者数が多い福岡市、朝倉市、筑紫野市を中心に、近隣市町村
への人口流出に歯止めをかけ、是正する。併せて、筑前町に住み、
働き、豊かな生活を送りたい人を増やし、その希望をかなえられる
社会環境を実現する。

③ 就職や移住・定住に関する希望がかなえられ、安心
して住み続けられる魅力ある筑前町を実現する

　雇用の創出や生活・教育環境の整備など、住みやすく魅力あるま
ちづくりを推進することで、移住・定住に関する希望を実現する。
また、筑前町の魅力を積極的に情報発信することによりＵ I Ｊター
ンを促進し、筑前町へ人材を還流・定着させる。
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人口の将来展望（1）

国の長期ビジョン及びこれまでの将来人口推計や分析な
どを勘案し、筑前町が将来目指すべき人口規模を次のと
おり展望する。

長期的展望

◎ 2060 年に人口規模 26,500 人程度を維持

◎高齢化率を低下させ、人口構造の若返りを目指す

人口の将来展望 目指すべき将来の方向
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　長期的展望に掲げる、①人口規模約 26,500 人程度を維持、②高齢化
を低下させ、人口構造の若返りを達成するため、次の目標を掲げる。

（１）合計特殊出生率の上昇
　国の ｢まち・ひと・しごと創生長期ビジョン｣ では、出生率上昇モデ
ルとして、2020 年に出生率 1.6 程度、2030 年に 1.8 程度まで上昇さ
せ、2040 年に人口置換水準となる 2.07 が達成されるケースが示され
ている。なお、2010 年から 2013 年までの筑前町と全国平均の合計特
殊出生率の差をみると、平均して 0.09 ポイント本町の出生率の方が高
い。従って、本町では国の少子化対策施策等と歩調をあわせ、積極的に
協力・活用しつつ、町独自の取り組みも行うことで、2020 年に出生率
1.69、2030 年に 1.89、2040 年に 2.16 となることを目指す。

筑前町と全国平均の合計特殊出生率比較

人口の将来展望（2）

人口の将来展望 目指すべき将来の方向

 

（２）雇用の場の確保による若い世代の人口流出抑制
　高校・大学卒業後の年代の就労の希望を実現できる雇用環境を拡大・
創出し、Ｕターン就職の促進と就職に伴う転出抑制を図る。

（３）転出抑制と転入促進
　近年（2009 年から 2013 年）の社会動態をみると平均して年に 40
人程度の社会増となっている。20 歳代から 40 歳代のいわゆる子育て
世代が、安心して妊娠・出産・子育てをすることができる社会環境の実
現や民間活用による住環境の整備等を促し、現在の社会動態を維持改善
し、2015 年以降も引き続き、毎年 40 人程度の社会増を目指す。

 上記の３つの目標を達成することにより、合計特殊出生率と社会動態
が維持改善され、2060 年（平成 72 年）の推計人口は、社人研推計と
比較して、約 8,000 人の増加が見込まれる。
　また、社人研の推計によると町の高齢化率（65 歳以上人口比率）は、
2060 年には 41.0％まで上昇する見通しであるが、町が取り組む施策
の効果が着実に反映され、合計特殊出生率と社会動態が維持改善されれ
ば、2045 年の 32.9％をピークに 2060 年には 30.4％まで低下すると
見込まれる。
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